　

様式第２７号（第２５条関係）
（その１）

消防用設備等設置計画書
消防用設備等又は特殊消防用設備等の設置について、次のとおり計画します。
	１　建築主
住所・氏名
	（法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　（　　　）

	２　代理人
住所・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　（　　　）

	３　建築物及び敷地に関する事項

	建 築 地
	

	都市計画
	□区域内
□区域外
	区域区分
	
	建基法第２２条
	□該　当
□非該当

	敷地面積
	㎡
	延べ面積
	申請部分
	申請以外の部分
	合　　計

	
	
	
	㎡
	㎡
	㎡

	主要用途
	
	工事種別
	申請建物数
	他の建物の数

	
	
	
	
	

	４　申請建築物の概要

	棟 名 称
	
	棟用途
	

	工事種別
	
	構　造
	
	耐火建築物等
	

	階　　数
	地上　　階・地下　　階
	最高の高さ　　　ｍ　・　最高の軒の高さ　　　ｍ

	防火区画等
　　　　　（□有・□無）　
	□面積区画・□竪穴区画・□異種用途区画・□界壁
□防火上主要な間仕切壁・□その他（　　　　　　　 　　　　　）

	階　　別
	階
	階
	階
	階
	階
	合　計

	床 面 積
	申　請　部　分
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	
	申請以外の部分
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	
	合　　　計
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	無窓階の判定
	無窓・有窓
	無窓・有窓
	無窓・有窓
	無窓・有窓
	無窓・有窓
	

	用　　　　　途
	
	
	
	
	
	

	収容人員
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	内装仕上げ
	壁〔　　　　　〕
	天井〔    　　〕
	防炎物品の使用計画
	有・無

	５　設置する消防用設備等

	消火設備
	警報設備
	避難設備
	その他の設備

	
	
	
	


上記消防用設備等の設置に際しては、工事着手前に改めて協議し、技術基準に適合させま
す。
	６　その他防火対象物に関する情報

	危険物又は指定可燃物の貯蔵又は取扱い
	有・無
	品名
	
	数量
	

	ボイラー室等多量の火気を使用する部分
	有・無
	設備名
	
	最大消費熱量
	

	ＬＰＧ等の消防法第９条の３に規定する物質の貯蔵又は取扱い
	有・無
	物質名
	
	数量
	

	発電機、変圧器等の電気設備
	有・無
	設備名
	

	避難階段又は特別避難階段の設置（建基令第１２３条）
	有・無
	種類及び
箇所数
	箇所

	非常用エレベーター
	有・無
	設置数
	箇所

	開錠装置等
	有・無
	種類及び
箇所数
	箇所

	特定共同住宅等
	□該　当
□非該当
	種類
	

	備考　
１　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２　この計画書は２部作成し、確認申請図書の副本の概要書の末尾及び消防控えに添付すること。

３　消防控えには、確認申請書様式の写し、防火対象物の見取図、配置図、仕上表、各階平面図、立面図、建具表、消防用設備等の設計図書その他消防長が必要とする図書を添付すること。

４　複数の棟の確認を同時に受ける場合は、棟ごとに棟別追加書（様式第２５号その２）に必要事項を記入し、添付すること。

５　無窓階及び収容人員の算定については別添の例により算定書を作成し添付すること。

６　※印の欄は、記入しないこと。


※【消防通知欄】
	消防同意年月日
	年　　月　　日
	消防同意番号
	　　　　　　第　　　　号


　上記建物の建築及び使用開始に際し、以下の届出等が必要です。
□　防火対象物使用開始の届出（使用開始日の７日前まで。届出者＝所有者等）
□　防火又は防災管理者選任の届出（使用開始日まで。届出者＝管理権原者）
□　消防計画の作成届出（使用開始日まで。届出者＝防火又は防災管理者）　　
□　自衛消防組織の設置届出（使用開始日まで。届出者＝管理権原者）
□　統括防火又は防災管理者選任の届出（使用開始日まで。届出者＝管理権原者）
□　全体についての消防計画の作成届出（使用開始日まで。届出者＝防火又は防災管理者）
□　火を使用する設備等の届出（工事着手の７日前まで。届出者＝所有者等）
□　少量危険物又は指定可燃物の届出（貯蔵・取扱いの７日前まで。届出者＝所有者等）
□　圧縮アセチレンガス等の届出（あらかじめ。届出者＝所有者等又は施設管理者）
□　消防用設備等設置届出書（設置工事が完了した日から４日以内。届出者＝所有者等）
□　消防用設備等工事計画の届出（工事着手の１０日前まで。届出者＝工事施工者等）
□　消防用設備等着工届出書（工事着手の１０日前まで。届出者＝消防設備士）
　□　その他
　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
届出部数は全て２部です。
（その２）

棟別追加書
	１　申請建築物の概要

	棟 名 称
	
	棟用途
	

	工事種別
	
	構　造
	
	耐火建築物等
	

	階　　数
	地上　　階・地下　　階
	最高の高さ　　　ｍ　・　最高の軒の高さ　　　ｍ

	防火区画等
　　　　　（□有・□無）　
	□面積区画・□竪穴区画・□異種用途区画・□界壁
□防火上主要な間仕切壁・□その他（　　　　　　　　　　　　　）

	階　　別
	階
	階
	階
	階
	階
	合　計

	床面積
	申　請　部　分
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	
	申請以外の部分
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	
	合　　　計
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	無窓階の判定
	無窓・有窓
	無窓・有窓
	無窓・有窓
	無窓・有窓
	無窓・有窓
	

	用　　　　　途
	
	
	
	
	
	

	収　容　人　員
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	内装仕上げ
	壁〔　　　　　〕
	天井〔　　　　　〕
	防炎物品の使用計画
	有・無

	２　設置する消防用設備等

	消　火　設　備
	警　報　設　備
	避　難　設　備
	その他の設備

	
	
	
	


上記消防用設備の設置に際しては、工事着手前に改めて協議し、技術基準に適合させます。
	３　その他防火対象物に関する情報

	危険物又は指定可燃物の貯蔵又は取扱い
	有・無
	品名
	
	数量
	

	ボイラー室等多量の火気を使用する部分
	有・無
	設備名
	
	最大消費熱量
	

	ＬＰＧ等の消防法第９条の３に規定する物質の貯蔵又は取扱い
	有・無
	物質名
	
	数量
	

	発電機、変圧器等の電気設備
	有・無
	設備名
	

	避難階段又は特別避難階段の設置（建基令第１２３条）
	有・無
	種類及び
箇所数
	箇所

	非常用エレベーター
	有・無
	設置数
	箇所

	開錠装置等
	有・無
	種類及び
箇所数
	箇所

	特定共同住宅等
	□該当
□非該当
	種類
	


別添

防火対象物名称：　　　　　　　　　　

１　無窓階の算定

　　（　　　階）

	床面積（Ａ）
	基準開口面積(Ａ/30)
	有効開口面積
	無窓階の判定

	㎡
	㎡
	㎡
	無窓・有窓

	開口部

位　置
	建　具

記　号
	開口部

種　別
	床からの

高さ(ｍ)
	幅(ｍ)×高さ(ｍ)×所在数
	開口部面積

小計(㎡)

	
	
	大・小
	
	
	

	
	
	大・小
	
	
	

	
	
	大・小
	
	
	

	
	
	大・小
	
	
	

	計
	


　　（　　　階）

	床面積（Ａ）
	基準開口面積(Ａ/30)
	有効開口面積
	無窓階の判定

	㎡
	㎡
	㎡
	無窓・有窓

	開口部

位　置
	建　具

記　号
	開口部

種　別
	床からの

高さ(ｍ)
	幅(ｍ)×高さ(ｍ)×所在数
	開口部面積

小計(㎡)

	
	
	大・小
	
	
	

	
	
	大・小
	
	
	

	
	
	大・小
	
	
	

	
	
	大・小
	
	
	

	計
	


　備考　１　算定は、消防法施行規則第５条の２に基づき階ごとに算定すること。

　　　　　２　開口部種別は、直径１メートル以上の円が内接することができる開口部又はその幅及び高さがそれぞれ７５センチメートル以上及び１．２メートル以上の開口部を大とし、その他は小と記載すること。
２　収容人員の算定

⑴　階ごとの収容人員

　　（　　　階）

	居室名
	床面積
	算定方法
	算定収容人員

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	従業者の数
	

	階の合計
	


（　　　階）

	居室名
	床面積
	算定方法
	算定収容人員

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	従業者の数
	

	階の合計
	


　⑵　防火対象物全体の収容人員

	　階
	各階の算定収容人員
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計（全体の収容人員）
	
	


　備考　算定は、消防法施行規則第１条の３に基づき算定すること。
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